
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

★ Ｄ 4 - 2 - 1

【基幹事業との関連性】

【事業予定期間】　　平成２８～３０年度

【整備する駐車場の数】

①　戸建住宅整備数　１７８台分　（計画戸数178戸×1台）　

②　集合住宅整備数　３５１台分　（計画戸数285戸×1.1台＋来客用等36台）　

　　合計　 　５２９台分

【平成３０年度事業費及び整備台数】

申請事業費　　　　２１，８６６，０００円

（参考）173,540円/台　18.17㎡/台

【全体事業費】　　平成２８年度　　　５１，９００，０００円

　　　　　　　　　平成２９年度　　　２８，９９９，０００円

　　　　　　　　　平成３０年度　　　２１，８６６，０００円

計　　　　　　１０２，７６５，０００円

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　閖上地区（土地区画整理区域内）災害公営住宅駐車場整備事業

事業番号

　駐車場の整備により、入居者の安定的な居住が実現し、災害公営住宅整備事業の実
施効果の向上が図られる。

　東日本大震災により住宅を失い個人で住宅再建をすることが困難な被災者に対し、
安定した生活を確保してもらうために整備する災害公営住宅整備事業に併せ、団地内
の居住性・利便性の向上を図り被災者の生活再建を支援するため駐車場の整備を行な
うもの。

内訳　　集合3期　126台　2,289.75㎡

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

細要素事業名

要綱上の
事業名称

全体事業費 １０２，７６５，０００円

復興地域づくり加速化事業


